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事業概要

）新規

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

資源エネルギー庁省エネルギー・

新エネルギー部

新エネルギーシステム課

系統用蓄電池等の導入及び配電網合理化等を通じた再エネ導入加

速化事業

令和５年度概算要求額 100.0 億円 (

（１）系統用蓄電池等の導入支援

再エネ導入の加速化に向け、調整力等として活用可能な系統用蓄電池や水電

解装置等設備、配電事業等に利活用できる蓄電池やエネルギーマネジメントシ

ステムなどの導入に係る費用を補助します。

（２）計画策定・実証支援

配電事業へ参入検討を行う事業者に対し必要な検討に係る費用の補助を行い

ます。加えて、再エネをより多く電力系統に接続するにあたり、系統増強等の代わ

りに大型蓄電池や水電解装置を導入するといった実証に係る費用を補助しま

す。

（３）地域共生型再生可能エネルギー顕彰事業

地域に根差し信頼される再生可能エネルギーの拡大を目的に、地域共生に取り

組む優良事業を顕彰します。

再生可能エネルギーの出力変動に対応する系統用蓄電池や水電解装置、配

電事業等で活用できる蓄電池等の分散型エネルギーリソース及びエネルギーマネ

ジメントシステムなどの導入支援、および再エネ接続の律速となる系統増強等の

対策に資する検討・実証の支援を行います。また、地域に根差した再エネ事業の

拡大のために地域共生に取り組む優良事業の顕彰を行います。これらを通じ

2050年カーボンニュートラルの実現に向け再生可能エネルギーの導入の加速化

等を図ることを目的とします。

成果目標

（１）を通じ、再エネ導入に必要な調整力等の供出が可能なリソース等の導入を支

援することで、第6次エネルギー基本計画で設定された2030年までの再生可能エネル

ギー電源構成比率36～38%の達成を目指します。

（２）を通じ、計画策定・実証支援を行った事業者の中から1者以上配電ライセンス

取得等、事業化につなげることを目指します。

（３）を通じ、地域と共生するために優良な取組を実施している再エネ事業を顕彰す

る地域共生型再生可能エネルギー顕彰事業の認知度向上を目指します。
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